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   The Japan Small and Medium Enterprise Agency published guidelines for developing business continuity plan. They 
and some prefectural governments are promoting business continuity measures for small and medium-sized enterprises 
(SMEs) during disasters. Due to the full-fledged BCP requires time and budget costs, the focus of these projects is to 
promote 1st-step simple measures including cooperation among local offices.  
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experiment was conducted in Arakawa Ward, Tokyo. Finally, based on the demonstration, the methodology and its 
effects were discussed. 
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１.事業継続計画のファーストステップへの期待 
 
 2019年3月に「中小企業の事業活動の継続に資するため

の中小企業等経営強化法等の一部を改正する法律」が成

立し，2019年度から「事業継続力強化計画」認定制度が

運用されている．この制度創設に先立って，経済産業省

中小企業庁1）は2018年3月29日に「中小企業の災害対応の

強化に関する研究会中間報告書」を公表している．この

報告書では「BCPの策定支援については，BCP策定運用

指針やマニュアルの提示が中心で，これらに馴染めない

中小企業も多いと考えられる．また，BCP策定運用指針

等に基づき策定を行うこととしたとしても，BCPの本質

を理解しないまま，様式を埋めていく形で取り組んでい

るケースが多々あるのではないか」と指摘され，BCPの
形式的な取組だけでなく「誰でも気軽に取り組めて，か

つ機能的に回るような方法で備えることも必要」であり

「形式的にまとまったBCP策定までには至っていないが，

BCPと類似の取組を行っている事業者の取組を評価して

いくことも必要である」と述べている．すでに中小企業

庁は2006年公表の「中小企業BCP策定運用指針」を2012
年に第二版に改定し，2015年には当該運用指針を活用し

た「事前説明会と3回のワークショップ」実施提案もおこ

なった2）．そして2019年1月に「中小企業・小規模事業者

強靱化対策パッケージ」を公表し「事業継続力計画策定

に向けたワークショップ」への支援事業を展開している．

現場において今日，災害時事業継続計画策定に向けた多

様な取組みが実践されている． 
 中小企業庁報告書が指摘する「気軽に取り組める」

「BCPと類似の取組」は近年，静岡県や大阪府といった

都道府県に加えて，千葉県船橋市，東京都大田区など基

礎自治体の中小企業向け施策としても展開している(1)．

本研究は，このような中小企業を対象とした事業継続計

画の初めの一歩となる方法論について，手法開発と実証

考察を行うものである． 
 

 

２.関連先行研究と本研究の位置づけ 
 
 本研究の主題である中小企業を対象とした事業継続計

画の初めの一歩の方法論に関する先行研究として，第 1
に平時における事業継続計画策定および災害時事業回復

準備の実態に関する研究が挙げられる．初出に近い研究

として，関西企業を対象とした永松ら 3）の研究（n=707，
2005 年）があり，近年では，新型コロナウイルス感染症

も対象に宮城県内企業での実態調査した丸谷ら 4）の研究

（n=179，2021年），広島県内の企業を対象に 2時点のパ

ネルデータを作成し分析した堀越 5）の研究（n=67，
2020,21 年），法人組織としてではなく社員個人としての

事業継続計画に対する認識実態を調査した藤井ら 6）の研

究（2021 年），また全国 10,000 企業（中小企業 7,500社，

大企業 2,500 社）を対象とした野田ら 7）の調査研究

（n=2,181，2018年）がある．ここで野田らは，BCP策定

有無と自治体との相談状況のクロス集計から，自治体の

関与が BCP普及に効果を発揮していること，「大企業と

違い，代替拠点が確保しにくい小規模企業にとって，
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BCP の策定に地域とのつながりは重要」であり，「地元

企業，自治体，経済団体，地域金融機関などが認識を共

有し，適切な評価指標を掲げることによって地域のゴー

ルを設定」することを提起している．つまり本研究でも

初めの一歩として自治体がリーダーシップを発揮するプ

ログラムを検討するが，基礎自治体が施策展開していく

有効性が指摘されていると言える．さらに丸谷 8）は，都

道府県による中小企業への支援策について分析し，取組

み水準に格差が生じていること，都道府県組織以外の地

元経済団体との連携と支援員育成の必要性を指摘してい

る．これらの実態調査研究では，企業の取り組み水準は

分析されているものの，具体の事業継続計画書の内容分

析や具体の取組み手法は明らかとされていない． 
 関連先行研究として第 2 に，事業継続計画の策定手法

や平時からの事業継続マネジメントに関する研究がある．

中尾ら 9）は社会的ジレンマ理論を用いて BCP導入の pull
と push の構造的方尺を探索的に検討した．心理的方略と

して企業の BCP導入をコミュニケーション法で支援する

ことを導出しているが「具体的にどのように行うのかは

今後の検討を要する」としている．また姜 10）も事業継続

対策における地元企業と自治体の平時のリスク・コミュ

ニケーションの重要性を指摘し「中小企業の場合，...，
地元に所在している関連機関とのネットワーク体制を充

実することが，レジリエンスにつながる」と述べている．

湯浅ら 11）は PDCAサイクルを意識した中小企業の事業継

続マネジメント（BCM）支援策を徳島県を対象に実装し

報告している．窓口相談から BCP 認定制度まで，徳島県

での支援方策体系が報告されているが，初めの一歩に焦

点をおいて，プログラム開発とその効果を考察したもの

ではない．加えて中小企業庁も「グループによる BCP 策

定ワークショップの手引き」を公表しているが，実施事

例分析や効果検証までは行われていない． 
 以上の先行研究を踏まえて本研究は，基礎自治体によ

る中小企業向け事業継続計画の初めの一歩の方法論とし

て，簡易(導入用)BCP シートを先行シート分析を踏まえ

て新規編集し，シート活用ワークショップ・プログラム

構築と実践を通して，その方法論を考究するものである．

そして以下本論文では，まず作成編集方針を示すために，

先行する簡易(導入用)BCP シートの内容項目比較を行う．

その上で，あらかわ簡易 BCP シートの作成編集経緯を示

し，この BCP シートを活用するワークショップ・プログ

ラムの構築と成果を分析し，最後に得られた知見と考察

をまとめる． 
 
 
３.先行する簡易(導入用)BCPシートとの項目比較 
 
この節では，本研究に先行して公表活用されていた，

中小企業向け，簡易(導入用)BCP シートの内容項目を比

較分析し，東京都荒川区での編集コンセプトを述べる． 

 
(1)比較対象とした簡易 BCP シートについて 

 本研究に着手した 2020 年 4 月時点で公表され，簡易

(導入用)シートデザインとして今回，参考としたのは次

の 4事例である(2)． 

a)経済産業省中小企業庁（2018）中小企業 BCP 策定運用

指針第 2版入門編 

b)静岡県商工振興室（2009）事業継続計画(簡略編) 

c)大阪府（2019）超簡易版 BCP「これだけは！」シート  

d)東京海上日動火災保険株式会社（2019）簡単・早わか

り BCP策定シート 

 静岡県の取組みは 2009年と早く，中小企業庁，大阪府，

東京海上日動は 2018年以降の公表となっている．また各

シート名称にも多様性があり，入門編，簡略編，超簡易

版，簡単･早わかり，といった表現が使われている． 

 
(2)簡易 BCP シートの項目内容比較 

 表 1は，既存簡易 BCPシートの内容項目，A4 換算での

シート文量を整理し，合わせて本研究で作成編集した

「あらかわ簡易 BCP シート」の内容項目を示したもので

ある．シート内容項目については，各シートの全項目を

抽出した上で分類を行い，I.事業継続の基本方針(4 項

目)，II.被害・影響の想定(2 項目)，III.直後と当日(帰

宅)の対応(7項目)，IV. 事業継続戦略(7項目)，V.BCPの

定着と見直し策(1 項目)の 19 項目，5 つのカテゴリーに

分類した． 

カテゴリー名にあるように，簡易 BCP シートとして，

事業継続の内容に特化するのではなく，発災直後対応も

対象となっている．中小企業庁入門編と静岡県簡略版は，

事前対策の重視，A4×8 ページ構成など共通点が多い．

また大阪府と東京海上日動は，BCP 発動時の組織体制に

ついて総括責任者だけでなく，情報・予算・顧客といっ

た部門別担当責任者を記入する書式となっており，また

A3 表面 1 枚のレイアウトといった点でも共通点を有して

いる． 

 I. 事業継続の基本方針については，目標復旧時間の有

無で差異があった．事業継続の体制については，組織ト

ップの記入に加えて，事業継続の担当責任者の記載欄の

有無で相違があった． 

 II.被害・影響の想定については，地震，風水害といっ

た対象ハザード記入欄は全シートで設けられ，また静岡

県シートでは，東海地震にハザードを絞っている．II-2

企業活動の影響内容，は事業影響度分析（BIA）に相当す

る内容であるが，静岡と大阪シートでは省略されており，

東京海上日動シートについても自由記述方式に留まって

いる． 

 III.直後と当日(帰宅)の対応については，中小企業庁

シートでは，説明欄はあるものの記述欄がほぼないのに

対し，他の 3 シートでは，救助方法，帰宅方針などの記

入欄が設けられている．加えて静岡県シートでは，発災

後の地域での救助活動など，地域貢献活動が項目化され

ている点は特徴的である． 

 IV. 事業継続戦略(6 項目)については，III.とは対照

的に中小企業庁シートで重視され，大阪府，東京海上日

動シートでは限定的である．中小企業庁入門編では，様

式 4 緊急時の体制，について「緊急時の総括責任者」の

記入欄に留まり，事業継続戦略についても「総括責任者

が意思決定及び指揮命令すべき会社の対応の例」が記載

され，記入欄は明示的に設けられていない．静岡県簡略

版では「復旧に向けた対応」という記入欄に，大阪府シ

ートでも「事業継続目標を踏まえた早期復旧への取り組

み」の表があり「まず最初に取り組むこと」「次に取り

組むこと」という表現となっている．そして東京海上日

動のシートでは，重要事業継続に向けた戦略，ボトルネ

ック，対応手順を比較的自由に記述するスペースがあり，

他事例と比べて相対的にみて，事業継続戦略（BCS）に関

する項目が大きく確保されている． 

 V.BCPの定着と見直し策(1 項目)については，訓練計画

の記載など，中小企業庁入門編での重視が特徴的となっ

ている． 
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表 1  既存の簡易(導入用)BCP シートとあらかわ簡易 BCP シートの内容項目比較 
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有し，適切な評価指標を掲げることによって地域のゴー

ルを設定」することを提起している．つまり本研究でも

初めの一歩として自治体がリーダーシップを発揮するプ

ログラムを検討するが，基礎自治体が施策展開していく

有効性が指摘されていると言える．さらに丸谷 8）は，都

道府県による中小企業への支援策について分析し，取組

み水準に格差が生じていること，都道府県組織以外の地

元経済団体との連携と支援員育成の必要性を指摘してい

る．これらの実態調査研究では，企業の取り組み水準は

分析されているものの，具体の事業継続計画書の内容分

析や具体の取組み手法は明らかとされていない． 
 関連先行研究として第 2 に，事業継続計画の策定手法

や平時からの事業継続マネジメントに関する研究がある．

中尾ら 9）は社会的ジレンマ理論を用いて BCP導入の pull
と push の構造的方尺を探索的に検討した．心理的方略と

して企業の BCP導入をコミュニケーション法で支援する

ことを導出しているが「具体的にどのように行うのかは

今後の検討を要する」としている．また姜 10）も事業継続

対策における地元企業と自治体の平時のリスク・コミュ

ニケーションの重要性を指摘し「中小企業の場合，...，
地元に所在している関連機関とのネットワーク体制を充

実することが，レジリエンスにつながる」と述べている．

湯浅ら 11）は PDCAサイクルを意識した中小企業の事業継

続マネジメント（BCM）支援策を徳島県を対象に実装し

報告している．窓口相談から BCP 認定制度まで，徳島県

での支援方策体系が報告されているが，初めの一歩に焦

点をおいて，プログラム開発とその効果を考察したもの

ではない．加えて中小企業庁も「グループによる BCP 策

定ワークショップの手引き」を公表しているが，実施事

例分析や効果検証までは行われていない． 
 以上の先行研究を踏まえて本研究は，基礎自治体によ
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いる． 

 III.直後と当日(帰宅)の対応については，中小企業庁

シートでは，説明欄はあるものの記述欄がほぼないのに

対し，他の 3 シートでは，救助方法，帰宅方針などの記

入欄が設けられている．加えて静岡県シートでは，発災

後の地域での救助活動など，地域貢献活動が項目化され

ている点は特徴的である． 

 IV. 事業継続戦略(6 項目)については，III.とは対照

的に中小企業庁シートで重視され，大阪府，東京海上日

動シートでは限定的である．中小企業庁入門編では，様

式 4 緊急時の体制，について「緊急時の総括責任者」の

記入欄に留まり，事業継続戦略についても「総括責任者

が意思決定及び指揮命令すべき会社の対応の例」が記載

され，記入欄は明示的に設けられていない．静岡県簡略

版では「復旧に向けた対応」という記入欄に，大阪府シ

ートでも「事業継続目標を踏まえた早期復旧への取り組

み」の表があり「まず最初に取り組むこと」「次に取り

組むこと」という表現となっている．そして東京海上日

動のシートでは，重要事業継続に向けた戦略，ボトルネ

ック，対応手順を比較的自由に記述するスペースがあり，

他事例と比べて相対的にみて，事業継続戦略（BCS）に関

する項目が大きく確保されている． 

 V.BCPの定着と見直し策(1 項目)については，訓練計画

の記載など，中小企業庁入門編での重視が特徴的となっ

ている． 
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表 1  既存の簡易(導入用)BCP シートとあらかわ簡易 BCP シートの内容項目比較 
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以上，カテゴリーごとに分析したが，4 つのシートの比

較から，初めの一歩の取組みとして，事業継続の助走段

階とも言える発災直後対応をカバーしつつ，静岡県と大

阪府は相対的にみて直後対応を重視し，中小企業庁シー

トでは，事業継続を重視という傾向が読み取れる．加え

て，目標復旧時間，事業影響度分析，代替戦略といった

事業継続計画における中心的な語彙を敢えて使わずに作

成されたシートもあること，事業継続戦略については，

シートという形式上，比較的限られた記入欄であるが，

各シートにおいて記入項目になっている．その上で，中

小企業を主対象とした本研究では，荒川区や区内事業者

との意見交換も踏まえ，発災直後と事業継続の両フェー

ズをカバーするものとし，中小企業 BCP 策定運用指針入

門編の項目を踏襲しつつ，目標復旧時間，代替戦略とい

った事業継続計画上の中心的用語を採用した． 

 

 

４.あらかわ簡易 BCP シートの作成編集 
 

 先行簡易 BCP シートの分析を踏まえ，今回研究対象と

した東京都荒川区の産業特性を示した上で，作成編集し

たあらかわ簡易 BCPシートについて述べる． 

 なお，あらかわ簡易 BCPシートの検討は，2020年 4月

に開始し，荒川区内製造業リーダーとの意見交換も踏ま

えて，2021 年 3 月に素案作成，素案を区内事業者に試行

してもらい，フィードバックを経て，2022 年 3 月初版完

成となった． 

 

(1)対象とした荒川区の地域産業特性 

図 1 は荒川区の産業分類別事業所数比率（2016 年経済

センサス）である．製造業割合 18.9%は，東京都域およ

び区部と比べて 2 倍以上の高い割合となっている．また

表 2は従業者規模別事業所数である．製造業では 67.1%の

事業所で 4人以下であり，逆に 30人以上は 2.7%に留まっ

ている．以上の実態も踏まえて本研究では，先行検討業

種を製造業とし，シート検討を進めた． 

 

(2)あらかわ簡易 BCP シートの作成編集とその特徴 

図 2 は今回作成編集したあらかわ簡易 BCP シートにつ

いて，基本方針記述欄と災害ハザード説明を除く誌面で

ある．図 2 上部は発災緊急対応，下部は事業継続対応の

シート面である．初めの一歩として工夫した点として，

次の 5 点を指摘しておきたい． 

第 1に A3シートのレイアウト構成である．シートは A3

縦三ツ折り形式で，表紙に基本方針，内側に緊急対応，

外側に事業継続対応を記入する(3)．A3 用紙の表面と裏面

を見開きレイアウトすることで，緊急／事業継続フェー

ズの切り換えを意識できる効果をねらった． 

第 2 に緊急対応フェーズについて，大きな揺れに対す

る安全確保後の行動手順として，第 1 に被害確認（だれ

が，どこを，どのように）の記入欄，次に従業員の安否

確認方法と確認担当者，帰宅に関するルールの記入欄を

設けた．備蓄については省略した． 

第 3 に事業継続対応について，現況／発災に伴う事業

への影響と回復課題／課題解決難易度を，事業継続資本

としての従業員，原材料仕入れ／設備機械／取引先対応 

データを下記で公開 

https://researchmap.jp/multidatabases/multidatabase_contents/detail/233809

/7c0eefbc8f7d43a5117880476edefcae 

図 2   あらかわ簡易 BCP シート 
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の 4 項目と，外部資源である物流，自社から外部への情

報発信，地域貢献に向けた自治体との連携の 3 項目を合

わせ，7 項目について記入する形式とした． 

第 4 に「社員のケア」記入欄である．荒川区内の製造

業者との意見交換も踏まえて，中小事業所における重要

な事業継続資源として従業員確保があり，発災時に家族

に影響があった場合などを想定してどのような配慮を行

うか，記入するものとした． 

第 5 に，代替戦略記入欄の確保である．初めの一歩，

ではあるが，早期完全復旧だけでは対処できない可能性

を考えてみる意義を鑑み，代替戦略記入欄を事業継続フ

ェーズの最後に配置した． 
 
 
５.BCP ワークショップ<導入編>の企画実施と結果 
 

(1)BCP ワークショップ<導入編>のプログラムについて 

表 3 はあらかわ簡易 BCP シートを使った BCP ワークシ

ョップ<導入編>のプログラムである．なお参加企業には

事前に簡易 BCP シート，記入マニュアル，記入例，記入

説明動画を配布し，ワークショップ当日は記入したシー

トを持参してもらうこととした(4)． 

 

全体で 120 分，その中心はグループワークであり，記

入持参 BCP シート説明と感想トーク，および事業影響度

分析（BIA）と事業継続戦略(BCS)に関する意見交換の 2

つのグループトークを実施，最後に全体共有時間を設け

た．つまり，グループワーク後半は初めの一歩という切

り口から，事業継続計画策定を中心とした事業継続準備

に取り組む動機付けを企図し，事業継続計画における中

心的概念である BIA と BCS を深掘りしていく内容とした
(5)．また中小企業庁運用指針および東京商工会議所 BCP

ガイドライン等を用いて，BIAと BCS等，BCPの基本事項

についての説明と WS解説を実施者側から行った． 

 
(2)BCP ワークショップ<導入編>参加企業について 

表 4 はワークショップ参加企業概要と参加者である．

参加募集は，荒川区の広報紙と区ホームページ掲載によ

り，開催 1 ヶ月半前から実施した．参加企業は 6 社で，

製造業 3 社，運送業，建設業，福祉事業者それぞれ 1 社

づつであった．ワークショップ開催は 2022年 10月 11日

である． 
 
(3)BCP ワークショップ<導入編>の結果と考察 

表 5,6 はグループワーク成果を各参加企業ごとに編集

した結果である．表中の事前記入欄は当日，板書シート

に転記した上で，参加者の発言内容を右隣に表記してい

った（6）．つまり実際にワークショップ会場では，表 6,7

にあるレイアウトで模造紙を準備し，参加者の発言内容

を記録していった．そして後日，個別特定情報を控える

など表現を整えた．「影響と回復課題についての発言」

が BIA を意図して設定した討議項目であり，重要度と回

復シナリオはグループトーク後半で，グループ内での対

話の中で出されたアイディアである． 

表 5,6から，BCPワークショップ<導入編>の実施成果と

して，次の 6点が指摘できる． 

第 1 に事業継続の重要事項として，参加企業の 83%

（5/6 社）は従業員に関する対応を挙げた．その理由と

して，製造業ではリモート業務移行は不可能であり，工

場への従業員出社が不可避であること．加えて A 製作所

からは「製造技術社員の育成には何年もかかる」こと，

また「災害後も社員の生活を守るため，給与を補償し，

雇用を確保していく」という意見が出された．BCP の視

点からは，重要業務実施に不可欠な経営資源の全てが揃

わなければ事業継続ができない可能性も存在するが，参

加中小企業の経営資源に対する考え方ともみなせよう． 

第 2 に，業務継続フェーズにつながる緊急対応業務の

多様性と直接被害軽減による事業継続フェーズへの迅速

な移行という考え方の深まりである．F 福祉法人では

「利用者が生きていることが最優先であり，生存確保で

きれば事業継続が可能である」と発言があり，サービス

を完全に止めない，ことが緊急対応に求められる姿勢で

あるのに対し，製造事業所では，機械を安全に完全停止

させることが，発災直後に求められ，事業継続フェーズ

に移行していくための緊急対応業務であるという点が共

有された．産業種別によって緊急対応業務は異なるが，

事業継続への影響を可能な限り低減することは，事業継

続フェーズへのスムースな移行につながる視点であるこ

とが共有された． 

表 3   BCP ワークショップ<導入編>プログラム 

表 4   参加企業とワークショップ参加者の概要 
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以上，カテゴリーごとに分析したが，4 つのシートの比

較から，初めの一歩の取組みとして，事業継続の助走段

階とも言える発災直後対応をカバーしつつ，静岡県と大

阪府は相対的にみて直後対応を重視し，中小企業庁シー

トでは，事業継続を重視という傾向が読み取れる．加え

て，目標復旧時間，事業影響度分析，代替戦略といった

事業継続計画における中心的な語彙を敢えて使わずに作

成されたシートもあること，事業継続戦略については，

シートという形式上，比較的限られた記入欄であるが，

各シートにおいて記入項目になっている．その上で，中

小企業を主対象とした本研究では，荒川区や区内事業者

との意見交換も踏まえ，発災直後と事業継続の両フェー

ズをカバーするものとし，中小企業 BCP 策定運用指針入

門編の項目を踏襲しつつ，目標復旧時間，代替戦略とい

った事業継続計画上の中心的用語を採用した． 

 

 

４.あらかわ簡易 BCP シートの作成編集 
 

 先行簡易 BCP シートの分析を踏まえ，今回研究対象と

した東京都荒川区の産業特性を示した上で，作成編集し

たあらかわ簡易 BCPシートについて述べる． 

 なお，あらかわ簡易 BCPシートの検討は，2020年 4月

に開始し，荒川区内製造業リーダーとの意見交換も踏ま

えて，2021 年 3 月に素案作成，素案を区内事業者に試行

してもらい，フィードバックを経て，2022 年 3 月初版完

成となった． 

 

(1)対象とした荒川区の地域産業特性 

図 1 は荒川区の産業分類別事業所数比率（2016 年経済

センサス）である．製造業割合 18.9%は，東京都域およ

び区部と比べて 2 倍以上の高い割合となっている．また

表 2は従業者規模別事業所数である．製造業では 67.1%の

事業所で 4人以下であり，逆に 30人以上は 2.7%に留まっ

ている．以上の実態も踏まえて本研究では，先行検討業

種を製造業とし，シート検討を進めた． 

 

(2)あらかわ簡易 BCP シートの作成編集とその特徴 

図 2 は今回作成編集したあらかわ簡易 BCP シートにつ

いて，基本方針記述欄と災害ハザード説明を除く誌面で

ある．図 2 上部は発災緊急対応，下部は事業継続対応の

シート面である．初めの一歩として工夫した点として，

次の 5 点を指摘しておきたい． 

第 1に A3シートのレイアウト構成である．シートは A3

縦三ツ折り形式で，表紙に基本方針，内側に緊急対応，

外側に事業継続対応を記入する(3)．A3 用紙の表面と裏面

を見開きレイアウトすることで，緊急／事業継続フェー

ズの切り換えを意識できる効果をねらった． 

第 2 に緊急対応フェーズについて，大きな揺れに対す

る安全確保後の行動手順として，第 1 に被害確認（だれ

が，どこを，どのように）の記入欄，次に従業員の安否

確認方法と確認担当者，帰宅に関するルールの記入欄を

設けた．備蓄については省略した． 

第 3 に事業継続対応について，現況／発災に伴う事業

への影響と回復課題／課題解決難易度を，事業継続資本

としての従業員，原材料仕入れ／設備機械／取引先対応 

データを下記で公開 

https://researchmap.jp/multidatabases/multidatabase_contents/detail/233809

/7c0eefbc8f7d43a5117880476edefcae 

図 2   あらかわ簡易 BCP シート 

 

 

5 
 

の 4 項目と，外部資源である物流，自社から外部への情

報発信，地域貢献に向けた自治体との連携の 3 項目を合

わせ，7 項目について記入する形式とした． 

第 4 に「社員のケア」記入欄である．荒川区内の製造

業者との意見交換も踏まえて，中小事業所における重要

な事業継続資源として従業員確保があり，発災時に家族

に影響があった場合などを想定してどのような配慮を行

うか，記入するものとした． 

第 5 に，代替戦略記入欄の確保である．初めの一歩，

ではあるが，早期完全復旧だけでは対処できない可能性

を考えてみる意義を鑑み，代替戦略記入欄を事業継続フ

ェーズの最後に配置した． 
 
 
５.BCP ワークショップ<導入編>の企画実施と結果 
 

(1)BCP ワークショップ<導入編>のプログラムについて 

表 3 はあらかわ簡易 BCP シートを使った BCP ワークシ

ョップ<導入編>のプログラムである．なお参加企業には

事前に簡易 BCP シート，記入マニュアル，記入例，記入

説明動画を配布し，ワークショップ当日は記入したシー

トを持参してもらうこととした(4)． 

 

全体で 120 分，その中心はグループワークであり，記

入持参 BCP シート説明と感想トーク，および事業影響度

分析（BIA）と事業継続戦略(BCS)に関する意見交換の 2

つのグループトークを実施，最後に全体共有時間を設け

た．つまり，グループワーク後半は初めの一歩という切

り口から，事業継続計画策定を中心とした事業継続準備

に取り組む動機付けを企図し，事業継続計画における中

心的概念である BIA と BCS を深掘りしていく内容とした
(5)．また中小企業庁運用指針および東京商工会議所 BCP

ガイドライン等を用いて，BIAと BCS等，BCPの基本事項

についての説明と WS解説を実施者側から行った． 

 
(2)BCP ワークショップ<導入編>参加企業について 

表 4 はワークショップ参加企業概要と参加者である．

参加募集は，荒川区の広報紙と区ホームページ掲載によ

り，開催 1 ヶ月半前から実施した．参加企業は 6 社で，

製造業 3 社，運送業，建設業，福祉事業者それぞれ 1 社

づつであった．ワークショップ開催は 2022年 10月 11日

である． 
 
(3)BCP ワークショップ<導入編>の結果と考察 

表 5,6 はグループワーク成果を各参加企業ごとに編集

した結果である．表中の事前記入欄は当日，板書シート

に転記した上で，参加者の発言内容を右隣に表記してい

った（6）．つまり実際にワークショップ会場では，表 6,7

にあるレイアウトで模造紙を準備し，参加者の発言内容

を記録していった．そして後日，個別特定情報を控える

など表現を整えた．「影響と回復課題についての発言」

が BIA を意図して設定した討議項目であり，重要度と回

復シナリオはグループトーク後半で，グループ内での対

話の中で出されたアイディアである． 

表 5,6から，BCPワークショップ<導入編>の実施成果と

して，次の 6点が指摘できる． 

第 1 に事業継続の重要事項として，参加企業の 83%

（5/6 社）は従業員に関する対応を挙げた．その理由と

して，製造業ではリモート業務移行は不可能であり，工

場への従業員出社が不可避であること．加えて A 製作所

からは「製造技術社員の育成には何年もかかる」こと，
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表 3   BCP ワークショップ<導入編>プログラム 

表 4   参加企業とワークショップ参加者の概要 
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第 3 に産業として「川上」にある企業の事業継続に関

する特性についてである．国内でほぼ唯一の光学系部品

を製造する A 製作所では，自然災害によりしばらく製造

停止しても，受注を他社に取られてしまうことは考えに

くい，という発言もあった．一方，学習塾企業から教室

間の教材運搬業務を主業務とする D 商事では，災害で学

習塾休校により発注がなくなってしまうが，その間に新

規配送業務を開始しても，学習塾再開時に対応できなく

なってしまっては，現業をベースとした事業継続計画づ

くりは難しい，といった認識が示された． 

第 4 に製造事業所における「生産機械」被災影響の甚

大性である．生産機械被災による影響は想起されてはい

たものの，B 鉄工所のように「機械の交換や修理には，

平常時でも 3 ヶ月から半年要する．機械は簡単には動か

したり，増やしたりはできない」という意見が出され，

生産機械の被害軽減と回復策は，製造業の事業継続を考

える上で，重い課題であることが主催した行政側とも共

有された．この重い課題を解決すべく，戦略を考えてい

くことが BCP となるが，今回のワークショップの時間内

においては未達となった． 

第 5 に実施側からの「顧客ないし事業を喪失しないた

めには，どんな行動が考えられるでしょうか」というグ

表 5  BCP ワークショップ導入編実施結果（1/2） 
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ループトークでの問いに対し，C 工業では「お客様によ

く説明をして理解を促す．協力会社に外注する」といっ

た対応に加えて，機械修理復旧の期間に「この待ち期間

中，いかに事業回復に向けて動けるか，新規顧客確保に

向けた営業をかける必要がある」といった発言があった．

BCP ワークショップ導入編が，取引先関係の継続回復策

を考えると同時に，災害現象が不確実性をもつ以上，そ

の関係が変化・解消せざるを得ない事態を考え，対応策

を検討する取組みへの気づきになっていた． 

第 6 に取引会社との情報共有に関する認識の広がりで

ある．後半のディスカッションの中で「取引会社も含め

た事業継続検討ができるといい」といった発言があった．

生産設備等の被害状況や修理に入用な部品，また原材料

入手等，自社としての災害情報の収集・分析・判断につ

いて事業継続計画に表現すると同時に，取引先との情報

共有について投げかけを行っていく意義が認識されてい

た． 
 なお，ワークショップ結果を踏まえた，あらかわ簡易

BCP シートの修正検討点として，①表 6 の F社会福祉法

人の原材料欄のように，区内全業種で統一のシート様式

とするのではなく，産業分類別のシート作成の検討，②

事業内容がそれほど多岐でないことを踏まえ，重要業務

表 6  BCP ワークショップ導入編実施結果（2/2） 
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(商品)を BCP の基本方針欄に記載することを想定してい

たが，初めの一歩としての BCP の本質の理解という点か

ら，重要業務(商品)を前面に打ち出す，といった点が挙

げられる(7)． 
 
(4)BCP 導入に関するワークショップ・プログラムの考察 

 今回のワークショップ成果を踏まえ，グループ演習方

式での BCP導入に関するワークショップの意義として次

のように考察できる． 
第 1 に前節で述べたように，参加者は事前記入した

BCP シートを持参し，BIA と BCS を中心としたグループ

トークを通して，災害時事業継続について認識を深めて

いた．比較的想起しやすい直後緊急対応に留まらず，事

業継続対応にフォーカスし，深めていくワークショップ

の成立可能性が，今回の結果からも首肯されたと言えよ

う．中尾らが指摘した BCP導入フェーズにおける「コミ

ュニケーション法」の具体有効性とも言える． 
第 2 に異業種の中小企業参加に関して，事業分野の異

なる他企業の取組みを知ることは無効用ではないという

点である．自社の主要事業と災害による影響，事業回復

課題を発言し，異業種他社の意見を聞き，意見交換する

中で，所属組織の強みや改善点の認識を深めている．ワ

ークショップ後半の全体共有において「同じ区内とは言

え，異業種事業者と同じテーブルになり，話が噛み合う

か，開始時点では不安も感じていたが，グループワーク

を通して，逆に自分の会社の防災対策と事業継続対応へ

の気づきにつながった」といった意見が出されていた．

またその際，ワークショップ主催側の事業継続計画に関

する知識や災害対応事例の紹介など，対話促進の役割も

大きいと言える． 
 第 3 に異業種企業の参加の効果にも関連して，自然災

害による受発注や仕入れ関係の遅滞・停止といった事態

に対し，顧客や材料仕入れ先を新規確保するなど，その

変化に柔軟に対応していくという意味での事業継続戦略

の検討可能性が，今回のワークショップでも確認された． 
 他方で BCP ワークショップ導入編を組み立てるにあた

っては，災害に伴う物流や交通通信インフラへの影響と

回復見通しといった外的状況付与の方法論を工夫してい

く必要がある．間接被害を規定するライフライン等の回

復過程は，公的な被害想定調査でも記述は現状では限定

的であり，ワークショップ主催側は，できる限り蓋然性

のある状況付与を工夫すると同時に，不確実性に関する

コミュニケーションも求められよう．また初めの一歩で

あり，ワークショップでつかんだ手応えを，事業継続計

画につなげていく「まとめの時間」言い換えればデブリ

ーフィングの持ち方を工夫する必要があること，さらに

今後の研究課題として，ワークショップ後のフォローア

ップ・プログラムの構築が求められよう． 
 
 
６.得られた知見と考察 

 
 本研究は，中小企業を対象とした災害時事業継続計画

の初めの一歩となる方法論について，既存施策をレビュ

ーし，その主施策である簡易(導入用)BCP シートに対す

る内容比較分析を基に「あらかわ簡易 BCP シート」を作

成編集した経緯を報告した．その上で，この簡易 BCP シ

ートを活用した BCP ワークショップ<導入編>のプログラ

ムを構築実施し，その成果分析から簡易(導入用)BCP シ

ート+BCP ワークショップ<導入編>という初めの一歩の

方法論の実施効果を考察した．得られた知見をまとめる

と次の 3点である． 
 第 1に作成された簡易(導入用)BCPシートは，発災緊急

対応と事業継続対応の両フェーズをカバーし，目標復旧

時間，代替戦略といった事業継続計画における中心的用

語を組み込んだものとなった． 
 第 2 に，BCP ワークショップ<導入編>は，簡易 BCP シ

ート事前記入+当日の事業影響度分析(BIA)と事業継続戦

略(BCS)を中心とした対話型プログラムで構成され，BCP
の本質の理解につながる成果が得られていた． 
 第 3 に，今回のワークショップのみでは充分ではない

面はあるが，異業種の中小企業が参加するワークショッ

プの意義である．異業種他社の取組みを知ることで，所

属法人組織の取組みへの気づきとなり，フィードバック

させる効果が期待できると同時に，災害に伴う事業環境

変化とその対応活動に向けた気づきや，地域事業者間の

連携可能性を組み立てていく可能性も期待できることが

わかった． 
 そして第 3 の知見からは，地域の複数企業が参加する

ことで，大規模自然災害時，地域事業所連携により，地

域のくらしと産業の回復に貢献していく地域産業の回復

戦略ワークショップへの展開も考えられよう．それはま

た，近年，防災対策体系に位置づけられつつある事前復

興対策の産業分野の展開にもつながっていくように思わ

れる． 
 
 
 
補注 
 

(1)主な市区町村自治体の中小企業向け事業継続準備の促進策は

次の通り． 

 ・船橋市（2021）船橋版簡易 BCP 策定シート 
 ・東京都大田区（2021）大田区簡易版 BCP シート 
(2)本研究では，研究着手の 2020 年 4 月時点で，文献調査および

インターネット検索で収集した 4 事例を対象とした．全国全

ての簡易(導入用)BCPシートを網羅できている訳では必ずしも

ないと考えられる．BCP の第一歩につながる資料を作成し，

BCP 普及に取り組んだ自治体や法人組織もあろう．それらの

実態把握調査は今後の課題としたい． 
(3)あらかわ簡易 BCP シート(2022 年版)では，BCP の方法論とし

て重要な位置づけにある「重要業務(商品)」について，独立し

て欄を設けず基本方針に記述するという方針をとった．ただ

し，重要業務(商品)の欄について，内閣府「事業継続ガイドラ

イン(2023 年 3 月)」事業影響度分析説明(p.11)では「何らかの

危機的な発生事象により自社の施設が大きな被害を受けたり，

重要事業のサプライチェーンが途絶したりすれば，平常時に

実施している全ての事業・業務を継続することは困難となり，

重要な事業に必要不可欠な業務から優先順位を付けて継続ま

たは早期復旧することが求められる．そこで事業影響度分析

(BIA)を行うことにより，企業・組織として優先的に継続また

は早期復旧を必要とする重要業務を慎重に選び，当該業務を

いつまでに復旧させるかの目標復旧時間等を検討するととも

に，それを実現するために必要な経営資源を特定する必要が

ある」とある．事業種が多くない中小企業においても，第一

歩段階として，重要業務を明確にしておくべき，という考え

方はあろう．今後の検討対応課題としたい． 
(4)事前説明動画の中で，主として東京商工会議所の BCP 策定ガ
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イドを元に事業継続について説明し，また荒川区内で想定さ

れている風水害および地震ハザードについて情報提供を行っ

た． 
(5)BCP ワークショップ<導入編>プログラム構築にあたっては，

中小企業庁「グループによる BCP 策定ワークショップの手引

き」2）を適宜参照した． 
(6)簡易 BCP 作成において製造業を主要産業と想定した経緯もあ

り，D 商事と E工務店について表 5,6 からは省略している． 
(7)荒川区と東京都立大学との中小企業向け BCP 促進策は継続し

ており，その中で適切な対応が図られる予定である．また本

研究は，参考文献 12)，13)で発表してきた荒川区内の中小企

業を対象とした BCP 促進に関する研究を踏まえて展開した内

容である． 
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(商品)を BCP の基本方針欄に記載することを想定してい

たが，初めの一歩としての BCP の本質の理解という点か

ら，重要業務(商品)を前面に打ち出す，といった点が挙

げられる(7)． 
 
(4)BCP 導入に関するワークショップ・プログラムの考察 

 今回のワークショップ成果を踏まえ，グループ演習方

式での BCP導入に関するワークショップの意義として次

のように考察できる． 
第 1 に前節で述べたように，参加者は事前記入した

BCP シートを持参し，BIA と BCS を中心としたグループ

トークを通して，災害時事業継続について認識を深めて

いた．比較的想起しやすい直後緊急対応に留まらず，事

業継続対応にフォーカスし，深めていくワークショップ

の成立可能性が，今回の結果からも首肯されたと言えよ

う．中尾らが指摘した BCP導入フェーズにおける「コミ

ュニケーション法」の具体有効性とも言える． 
第 2 に異業種の中小企業参加に関して，事業分野の異

なる他企業の取組みを知ることは無効用ではないという

点である．自社の主要事業と災害による影響，事業回復

課題を発言し，異業種他社の意見を聞き，意見交換する

中で，所属組織の強みや改善点の認識を深めている．ワ

ークショップ後半の全体共有において「同じ区内とは言

え，異業種事業者と同じテーブルになり，話が噛み合う

か，開始時点では不安も感じていたが，グループワーク

を通して，逆に自分の会社の防災対策と事業継続対応へ

の気づきにつながった」といった意見が出されていた．

またその際，ワークショップ主催側の事業継続計画に関

する知識や災害対応事例の紹介など，対話促進の役割も

大きいと言える． 
 第 3 に異業種企業の参加の効果にも関連して，自然災

害による受発注や仕入れ関係の遅滞・停止といった事態

に対し，顧客や材料仕入れ先を新規確保するなど，その

変化に柔軟に対応していくという意味での事業継続戦略

の検討可能性が，今回のワークショップでも確認された． 
 他方で BCP ワークショップ導入編を組み立てるにあた

っては，災害に伴う物流や交通通信インフラへの影響と

回復見通しといった外的状況付与の方法論を工夫してい

く必要がある．間接被害を規定するライフライン等の回

復過程は，公的な被害想定調査でも記述は現状では限定

的であり，ワークショップ主催側は，できる限り蓋然性

のある状況付与を工夫すると同時に，不確実性に関する

コミュニケーションも求められよう．また初めの一歩で

あり，ワークショップでつかんだ手応えを，事業継続計

画につなげていく「まとめの時間」言い換えればデブリ

ーフィングの持ち方を工夫する必要があること，さらに

今後の研究課題として，ワークショップ後のフォローア

ップ・プログラムの構築が求められよう． 
 
 
６.得られた知見と考察 

 
 本研究は，中小企業を対象とした災害時事業継続計画

の初めの一歩となる方法論について，既存施策をレビュ

ーし，その主施策である簡易(導入用)BCP シートに対す

る内容比較分析を基に「あらかわ簡易 BCP シート」を作

成編集した経緯を報告した．その上で，この簡易 BCP シ

ートを活用した BCP ワークショップ<導入編>のプログラ

ムを構築実施し，その成果分析から簡易(導入用)BCP シ

ート+BCP ワークショップ<導入編>という初めの一歩の

方法論の実施効果を考察した．得られた知見をまとめる

と次の 3点である． 
 第 1に作成された簡易(導入用)BCPシートは，発災緊急

対応と事業継続対応の両フェーズをカバーし，目標復旧

時間，代替戦略といった事業継続計画における中心的用

語を組み込んだものとなった． 
 第 2 に，BCP ワークショップ<導入編>は，簡易 BCP シ

ート事前記入+当日の事業影響度分析(BIA)と事業継続戦

略(BCS)を中心とした対話型プログラムで構成され，BCP
の本質の理解につながる成果が得られていた． 
 第 3 に，今回のワークショップのみでは充分ではない

面はあるが，異業種の中小企業が参加するワークショッ

プの意義である．異業種他社の取組みを知ることで，所

属法人組織の取組みへの気づきとなり，フィードバック

させる効果が期待できると同時に，災害に伴う事業環境

変化とその対応活動に向けた気づきや，地域事業者間の

連携可能性を組み立てていく可能性も期待できることが

わかった． 
 そして第 3 の知見からは，地域の複数企業が参加する

ことで，大規模自然災害時，地域事業所連携により，地

域のくらしと産業の回復に貢献していく地域産業の回復

戦略ワークショップへの展開も考えられよう．それはま

た，近年，防災対策体系に位置づけられつつある事前復

興対策の産業分野の展開にもつながっていくように思わ

れる． 
 
 
 
補注 
 

(1)主な市区町村自治体の中小企業向け事業継続準備の促進策は

次の通り． 

 ・船橋市（2021）船橋版簡易 BCP 策定シート 
 ・東京都大田区（2021）大田区簡易版 BCP シート 
(2)本研究では，研究着手の 2020 年 4 月時点で，文献調査および

インターネット検索で収集した 4 事例を対象とした．全国全

ての簡易(導入用)BCPシートを網羅できている訳では必ずしも

ないと考えられる．BCP の第一歩につながる資料を作成し，

BCP 普及に取り組んだ自治体や法人組織もあろう．それらの

実態把握調査は今後の課題としたい． 
(3)あらかわ簡易 BCP シート(2022 年版)では，BCP の方法論とし

て重要な位置づけにある「重要業務(商品)」について，独立し

て欄を設けず基本方針に記述するという方針をとった．ただ

し，重要業務(商品)の欄について，内閣府「事業継続ガイドラ

イン(2023 年 3 月)」事業影響度分析説明(p.11)では「何らかの

危機的な発生事象により自社の施設が大きな被害を受けたり，

重要事業のサプライチェーンが途絶したりすれば，平常時に

実施している全ての事業・業務を継続することは困難となり，

重要な事業に必要不可欠な業務から優先順位を付けて継続ま

たは早期復旧することが求められる．そこで事業影響度分析

(BIA)を行うことにより，企業・組織として優先的に継続また

は早期復旧を必要とする重要業務を慎重に選び，当該業務を

いつまでに復旧させるかの目標復旧時間等を検討するととも

に，それを実現するために必要な経営資源を特定する必要が

ある」とある．事業種が多くない中小企業においても，第一

歩段階として，重要業務を明確にしておくべき，という考え

方はあろう．今後の検討対応課題としたい． 
(4)事前説明動画の中で，主として東京商工会議所の BCP 策定ガ
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イドを元に事業継続について説明し，また荒川区内で想定さ

れている風水害および地震ハザードについて情報提供を行っ

た． 
(5)BCP ワークショップ<導入編>プログラム構築にあたっては，

中小企業庁「グループによる BCP 策定ワークショップの手引

き」2）を適宜参照した． 
(6)簡易 BCP 作成において製造業を主要産業と想定した経緯もあ

り，D 商事と E工務店について表 5,6 からは省略している． 
(7)荒川区と東京都立大学との中小企業向け BCP 促進策は継続し

ており，その中で適切な対応が図られる予定である．また本

研究は，参考文献 12)，13)で発表してきた荒川区内の中小企

業を対象とした BCP 促進に関する研究を踏まえて展開した内

容である． 
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